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研究成果の概要（和文）： 
 限られた人的・財政的資源の下で学習コンテンツを共有再利用するために、どのような情報
システムと学習コミュニティが必要か、グローバルな視点から研究を実施した。高度な検索を
実現するリポジトリ連携とその国際標準化、学習コンテンツ流通サービスの質保証、有償無償
コンテンツ共通プラットフォーム、学習コンテンツ地域対応化、利用者コミュニティと OER開
発モデルについて、研究成果を得た。こうした成果を統合する形で、ある学術領域において学
習コンテンツ検索システムのプロトタイプの開発し検証した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
From a global and international viewpoint, we had a series of researches on the information 
systems and learning communities to facilitate the sharing and reuse of learning content 
under the limited human and financial resources. We had the outcomes on (1) federation 
of repositories for advanced search and its international standardization, (2) quality 
assurance of discovery and distribution of learning content, (3) the platform for both 
open and proprietary leaning content, (4) localization of learning content and (5) the 
role of user community in OER sustainable development. Integrating our results, we 
developed and evaluated a prototype of advanced search system in an academic area. 
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１．研究開始当初の背景 
 高等教育改革や授業改善において、情報通
信 技 術（ Information and Communication 
Technology, ICT）を活用するという方略は、

先進国のみならず発展途上国においても広
く採用されるようになった。その一方で、高
品質の ICT 活用教育（広義の e-Learning、
Technology-Enhanced Learningと同義）を実
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現するには人的財政的資源を必要とし、その
両者が二律背反（trade-off）の関係にある
こと、特に発展途上国においてはこうした方
略を持続的に発展させるのは困難であるこ
とも明らかとなった。こうしたなかで、限ら
れた資源の下で学習コンテンツやソフトウ
エアを共有再利用するためのコンソーシア
ムを結成し、情報システムやコミュニティを
連携させる動きが活発化した。研究代表者が
創 設 以 来 推 進 し て きた GLOBE（ Global 
Learning Object Brokered Exchange 、
http://globe-info.org/）や、一部関与して
きた OCWC（Open CourseWare Consortium）は
その例である。その後も多様な技術基盤とビ
ジネスモデルを有する、複数のプロジェクト
が誕生し活動するに至っている。 
 研究開始当初、こうした運動は、コンテン
ツやソフトウエアを機関リポジトリ（「貯蔵
庫」）に蓄積公開し、機関横断的な検索を実
現する仕組みを構築することを目標にした
黎明期（第 1期）を終え、利用者の利便を考
えた付加価値サービスを実現する発展期（第
2 期）に移行しつつあった。そして、こうし
た付加価値サービスとして、文脈や学習情報
に応じた高度検索、コンテンツや教育情報の
質保証、無償／有償コンテンツ共通の検索プ
ラットフォームと著作権処理システム、多言
語多文化化に対応した localization、利用者
コミュニティの形成支援が基幹となるもの
と予測された。 
 国際的には、先進国にデジタル学習資源の
蓄積が進み、発展途上国との格差は拡大して
いた。このためコンテンツの国際的な移動を
促進するなんらかの方策が必要で、Open 
CourseWare Consortium の 成 功
（http://ocwconsortium.org/）に刺激を受
け、UNESCO や OECD 等の国際機関では、「開
か れ た 学 習 資 源 （ Open Educational 
Resources, OER）」として流通させる運動を
推進することになる(例えば、OECD 報告書、
ISBN: 9789264031746)。また、学習コンテン
ツを知的財産としてとらえ対価を求めるプ
ロバイダのニーズも出版社を中心に根強く、
有償学習コンテンツの流通システムも出現
し つ つ あ っ た ( 例 、 米 国 の Digital 
Marketplace Initiative 、 EU の Eleonet 
Project)。 
 一方、わが国では機関リポジトリの整備が
始まったばかりで、第 1 期の初期にあたり、
研究者とサービス提供者の連携も未成熟で、
組織的な取り組みが特に必要であった。 
  
２．研究の目的 
 次世代の学習コンテンツ利用とは、言語、
文化、学習到達度、興味関心、利用環境など
学習者の状態に応じて、最適な学習コンテン
ツ（部品としての学習オブジェクト）が世界

中のリポジトリから横断検索され、必要に応
じて権利処理され、利用者の文脈に最も適切
な形式で再構成されるものと考えられる。そ
こでは、利用者が一々意識して処理しなくて
もいいような、invisibleで seamless な統合
的なシステムを実現することを理想である。
本研究では、特に国際的視点から、こうした
次世代サービスに必要な技術的・ビジネス的
要件を明らかにし、プロトタイプシステムを
開発するとともに、新たな利用者コミュニテ
ィ形成支援の方略を明らかにすることを目
的とした。 
 具体的な目標として、 
（1）学習環境情報や学習者特性情報等を活
用し、文脈に応じて最適なコンテンツを発見
利用できる高度な検索法、その前提として合
意すべき技術的運用的条件について明らか
にする、 
（2）教員コミュニティによるピアレビュー
など、コンテンツや教育情報等の提供サービ
スの質保証のための制度やシステムのあり
方を検討し、その合意形成について国際比較
を行う、 
（3）無償／有償コンテンツ共通の検索プラ
ットフォームと著作権処理システムを開発
し、煩瑣な手続きなく、多様なコンテンツに
国際間でアクセスできる枠組みを検証する、 
（4）国境をこえて学習コンテンツが利用さ
れる場合の制約条件を明らかにし、多言語多
文化化に対応した localization を実現する
ための枠組みを明らかにする、 
（5）こうしたサービスを持続させるにあた
り、利用者（教員・学習者）コミュニティの
果たす役割を明らかにし、コミュニティ主導
のビジネスモデルのあり方を検討する、 
の 5つをあげた。 
  
３．研究の方法 
 この 5 つの研究目標を達成するために、5
つのサブグループ、すなわち、｢高度な検索
を実現するリポジトリ連携とその国際標準
化（以降、略称名：高度検索）｣研究グルー
プ、「学習コンテンツ流通サービスの質保証
（同：質保証）」研究グループ、「有償無償コ
ンテンツ共通プラットフォーム（同：高度権
利処理）研究グループ、「学習コンテンツ地
域対応化（同：多文化多言語対応）」研究グ
ループ、そして、21年度より、「利用者コミ
ュニティと OER モデル（同：コミュニティ）」
研究グループを置いた。 
 まず各研究グループとも、海外における先
行研究・事例の収集、海外におけるニーズ調
査、国際標準化の最新動向調査を行った。シ
ステム開発をともなうグループではさらに、
プロトタイプシステム（サブグループ別）の
開発と実証実験からサブシステムの統合化
へ、コミュニティ形成に関わるグループでは、



 

 

国際的な研究者ネットワークの形成から国
際コミュニティ形成へと焦点を移した。 
 本研究は、学習コンテンツの国際的な共同
開発・共有再利用・流通とそのユーザコミュ
ニティの諸課題を、全地球的な（グローバル
な）視点から分析しようとするものであり、
国際的な研究組織の準備が不可欠であった。
これまでの研究によって培った研究者ネッ
トワークに発展途上国の研究者をくわえ、国
際的な研究チームを組織した。海外共同研究
者の多くは、各国においてナショナルセンタ
ー的な組織を主宰し、本分野のさまざまな領
域において専門的知識を有した。また、海外
共同研究者の多くは、それぞれプロジェクト
を推進する立場にあることから、各国におけ
る研究費用については海外共同研究者がそ
れぞれ責任をもつ共同研究体制とした。結果
として本研究としては、打合せや調査のため
の費用、発展途上国における研究費を負担す
ることとなった。 
 
４．研究成果 
 本研究で得られた成果は以下の通りであ
る。 
【高度検索研究グループ】 著作権や教育情
報など、新たな付加価値サービスを実現する
項目を付加したメタデータセットを作成・評
価した（Yamada & Morimoto, 2010 ほか）。作
成したメタデータは、放送大学 ICT 活用・遠
隔教育センターが提供する、学習コンテンツ
統合検索システム（Global Learning Object 
Search System、GLOSS）等において評価した。
また、ある学術領域（国際ボランティア学を
例にとった）における学習コンテンツ検索シ
ステムにおいて、著作権等に関する記載
（Creative Commons License 等も含む）や学
術体系にもとづく検索が可能なプロトタイ
プを開発した（山田・森本・川嶋・野呂・内
海・中村・小川・伊藤、2011）。 
くわえて、クラウド環境における分散型教

材共有に関する研究を実施するとともに（梶
田、2010 ほか）、リポジトリ連携に関する国
際標準化の動向について国際標準化団体
（ IMS Global Learning Consortium の
Learning Object Discovery and Exchange WG
など）の調査を行った。 
【質保証研究グループ】 e ラーニングの高
品質性と質保証、e ポートフォリオに関する
国内外の実践例を収集した（三輪、未発表）。
利用履歴情報のような多次元で複雑な構造
を持つ情報の推薦技術の確立を図り、同時に
わかりやすく利用者に提示する手法の研究
をとりまとめた。情報推薦における質低下原
因となる、spam等攻撃に対する反応の分析を
進めた（小林の一連の研究）。 
 GLOBE のパートナー機関である、カナダの
ケベック遠隔大学（Télé-université, the 

Distance University of Quebec）の Q4R
（Quality Assurance Strategies and Best 
Practices for Learning Object Repository、
http://www.q4r.org/）プロジェクトに参加
し、学習コンテンツリポジトリの品質保証と
実践事例の収集について、そのフォローアッ
プ研究を共同で実施した。 
【高度権利処理研究グループ】 海外共同研
究者の運営する Digital Marketplaceシステ
ム（カリフォルニア州立大学機構）を参考に、
無償／有償コンテンツ共通の検索プラット
フォームの要件を明らかにした。また、オー
プンコンテンツにおける Creative Commons
の適用や、教育的配慮等から権利を制限する
必要のある事例等について分析を行った
（Yamada, 2008 .4 など）。 
【多文化多言語対応研究グループ】 関連学
会（国際ボランティア学会）との連携の下に
メタデータとコンテンツを収集、実験リポジ
トリを構築した。これは統合型検索システム
のベースとなった（山田・森本・川嶋・野呂・
内海・中村・小川・伊藤、2011、再掲）。 
大学授業において、DVD コンテンツ、シミ

ュレーションソフト、デジタルコンテンツを
活用し、学生からの評価に基づき、有効性の
検討し課題を整理した（赤堀、2011）。 
【コミュニティ研究グループ】 学習コンテ
ンツ共有再利用を促進する際の利用者コミ
ュニティの果たす役割を分析するため、OER
運動の文脈で調査を実施した。海外では
GLOBE コンソーシアム、国内では複数の学習
コンテンツ共有コンソーシアムや大学 ICT推
進団体に焦点をあて研究を進めた。インター
ネット空間での協調的コンテンツ共有と改
善を目的とした推薦システムの開発し、その
学習活動をベースとした学習コミュニティ
形成の技術の検討を行った。 
 最終 21 年度には、サブグループの研究成
果（国内外における先行研究・事例・ニーズ
の調査、国際標準化の最新動向の分析等）に
ついて総括を行った。開発したプロトタイプ
システムは、特定学術領域におけるコンテン
ツ情報サイトとして統合型検索システムに
集約した。 
成果の普及として、海外共同研究者を招聘

し、研究会・公開セミナーを実施したほか、
研究成果報告書を作成した。今後、ホームペ
ージを利用して研究成果を広く公開する予
定である。 
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